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いをいたします。 

 傍聴の方に申し上げます。 

 傍聴する際、議事について可否を表明し、または騒ぎ立てることは傍聴規則において禁止され

ておりますので、静粛に傍聴されますようにお願いをいたします。 

 それでは、直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

────────────────────────────────────────── 

日程第 １ 一般質問 

○議長（藤井裕一君） 

 日程第１、一般質問を行います。 

 順次発言を許します。 

 ８番 古橋智樹君。 

［８番 古橋智樹君登壇］ 

○８番（古橋智樹君） 

 おはようございます。 

 平成27年第２回定例会に当たり、通告に従いまして、一般質問を行います。 

 まず第１点、貧困による家庭教育不足ケアと急務18歳選挙権への備えをお尋ねいたします。 

 市内現状への対応と実績、反省をどのように捉え、10年、20年後と生産する成人期に市として

成果、市内投票率や有権者意識を目指すか。親と子、それぞれ個別のポリシー、国・県施策、他

部門地区、他市、他行政等との連携は、をお伺いいたします。 

 ２点目、市長権限となる総合教育会議と子どものスキルに資する近隣市予算格差についてお尋

ねいたします。 

 教育制度改革による地方自治体ごとの教育大綱等にどのように臨むのか。学校施設設備への教

員姿勢から、子どもに直接資する効率ある事業計画化への取り組みも可能である。市内現状への

対応と実績から10年、20年後に成果を目指すか、お伺いいたします。 

 ３点目、国保平成30年度県移管と資産割など、近隣市負担割格差への対応をお尋ねいたします。 

 急展開する方針となり、残り３年でどのように取り組むのか。市町村別の賦課方式が一斉に切

りかわることは考えがたく、段階的な措置等あらゆる想定ができるが、資産割等、当市の賦課方

式割合で先行して見直すべきことはあるか、お伺いいたします。 

 続いて第４点目、指定金融機関制度の見直しで地域活性化を。なれ合いの中では見失い、気づ

けないことが常である。先進事例のように、輪番制等でなければ各金融機関のよさがわからない。

公金が停滞することでは活性が生まれない。現状の体制、事業への効果、金融機関の預金貸し出

し額、業況等を踏まえ、制度見直し等を検証することが必要ではないか、伺います。 

 最後に５点目、公平性を証明できない現状の競争入札等参加の当市事務取り扱いについてお尋

ねいたします。 

 競争入札等の担当課処理において、見積もり合わせで見積書の封印、提出日時、受取人、開封

者、開封立会人等、調書も説明も公務員として、公平・公正に処理したことを証明できない事例

があった。これまでの競争入札等の処理決定が非常に疑わしい。どのように処分等、反省を実行
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するのか伺いまして、私からの第１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（藤井裕一君） 

 答弁を求めます。 

 市長 坪井 透君。 

［市長 坪井 透君登壇］ 

○市長（坪井 透君） 

 古橋議員の質問にお答えをいたします。 

 初めに、１点目、貧困による家庭教育不足ケアと急務18歳選挙権への備えのご質問にお答えい

たします。 

 現在、教育に大きな期待が寄せられる一方で、子どもたちの学ぶ意欲や体力の低下、基本的な

生活習慣が身につかないなど、子どもにかかわる課題が指摘をされているところであります。 

 そのような中、近年、未成年者による事件・事故などを見ますと心の痛む事例が年々とふえて

いる状況にあります。幼児期からの教育の必要性を強く感じているところであります。 

 教育は、家庭や学校などはもとより、社会全体でかかわり育むことが必要であり、次代を担う

子どもたちに人格形成や人間性を育む上で大変重要なことであります。幼児期の教育は、特に人

間形成の基礎期として最も重要なときであります。また、学校教育では、学習指導要領の理念で

あります生きる力、確かな学力、豊かな心、たくましい体を育む教育が必要と捉えているところ

でございます。 

 このようなことから、幼児期から学校教育までの年齢層に沿った教育を提供できるよう、幼児

期においては、発達の特性に配慮した個性や才能を伸ばし、学校教育の場では、市総合計画に掲

げる人間性が豊かでよりよい生き方を求める子どもの育成を図る事業を推進し、子どもたちが将

来の夢や希望を持ち、次代の社会人として社会に貢献できる教育を目指しているところでござい

ます。 

 また、18歳で選挙権が与えられる場合には、よりよい判断のもと投票し、将来のまちづくり、

国づくりに結びつくことと思います。 

 ご指摘の貧困による教育不足ケアにつきましては、保健福祉部長から。次２点目、教育大綱へ

の取り組み姿勢と目指すべき成果につきましては、教育長から。３点目、国民健康保険に関する

近隣市との格差については、市民部長からの答弁とさせていただきます。 

 次、４点目、指定金融機関の見直しについてお答えをいたします。 

 指定金融機関につきましては、地方自治法及び同法施行令の規定に基づき金融機関名を指名し

ております。現在の指定金融機関につきましては、かすみがうら市発足当時から、また合併前の

状況では、昭和53年、旧千代田町で当時の関東銀行、現在の筑波銀行を指定し現在に至っており

ます。  

 指定金融機関は、責務として指定代理金融機関及び収納代理金融機関の公金の収納、また支払

いの事務を総括することとされております。継続的に指定金融機関として業務に携わっているこ

とにより、本市の業務への理解の深まりやノウハウの蓄積によって、確実な業務遂行がなされて

いると考えております。また公共施設３カ所の窓口設置やことし４月には地域振興協定の締結な

ど、地域ニーズに柔軟に対応していただいているところでございます。しかしながら、ご指摘の
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とおり指定金融機関を定期的にかえることで、お互いの業務内容を取り入れ効率化できることも

考えられます。 

 茨城県内には、輪番制を取り入れている自治体は８団体あると把握をいたしております。現在

の状況が完全であると考えているわけでございませんので、今後、他市町村の状況、また費用対

効果さらには効率的な行政運営、事業効果などを含め公共施設全体のあり方を俯瞰した中で課題

の一つとして検討してまいりたいというふうに考えております。 

 次の５点目、競争入札等への参加事務につきましては、総務部長からの答弁とさせていただき

ます。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 教育長 大山隆雄君。 

［教育長 大山隆雄君登壇］ 

○教育長（大山隆雄君） 

 ２点目１番のご質問にお答えいたします。 

 平成27年４月１日施行の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」

により、全ての地方公共団体に首長と教育委員会で構成する総合教育会議の設置が義務づけられ、

教育行政の大綱の策定などを協議・調整をすることになりました。また、教育大綱については、

教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策について、その目標や施策の基本となる方針を

市長が定めるもので、大綱を定め、または変更しようとするときは総合教育会議において協議す

ることとされております。 

 本市の教育大綱の策定につきましては、教育行政の基本方針である教育振興基本計画を教育委

員会が平成27、28年の２カ年間で策定を予定しており、関連性があることから並行しての策定を

予定しております。平成27年度に基礎調査を実施し、平成28年度に基本理念や基本施策の検討等

を行い、策定するように予定しております。策定に当たっては、これまでの教育課題を整理する

とともに、地域の実情を考慮しながら長期的視野に立った真に子どもたちの成長に資するような

施策体系となるよう総合教育会議において十分協議を行いたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 市民部長 板垣英明君。 

［市民部長 板垣英明君登壇］ 

○市民部長（板垣英明君） 

 では、私のほうから３点目１番、国保平成30年度の県移管と資産割など近隣市負担割格差への

対応についてお答えいたします。 

 平成30年度から国保の財政運営を都道府県に移行し、市町村との共同運営体制とすることを柱

としました国保等の改正案は平成26年度の成立を目指しておりましたが、審議日程がずれ込み、

26年度中の成立はできませんでした。その後、４月になり衆議院を通過しまして先月の27日に参

議院本会議で賛成多数により可決いたしました。 

 県移管につきましては、３月の第１回定例会において佐藤議員のご質問にお答えしましたよう
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に、都道府県では、県内の統一的な国保運営方針を定め、市町村ごとの分賦金決定及び標準保険

料率の設定、保険給付に要する費用の支払い、市町村の事務の効率化、広域化等促進を実施し、

市町村は、保険料の徴収、資格管理、保険給付の決定、保健事業など、きめ細かい事業を引き続

き担うということになっております。しかし、分賦金決定の計算方法など細かな部分につきまし

ては、引き続き協議されることとなっております。 

 今後は、法案の成立がおくれたことなどを考えますと、必ずしも平成30年度から広域化される

とは断言できませんが、そこに向けての会議が急ピッチで進められることと思いますので、県を

中心としまして広域化に向け取り組んでまいりたいと考えております。 

 また、当市の賦課方式割合を先行して見直すことにつきましては、一般会計からの赤字分を繰

り入れている状況にありますので、医療給付額も伸びているため、保険税を下げる方向での見直

しは難しいと考えておりますが、広域化による具体的な保険税賦課方式や標準保険料率が早期に

決定するようであれば、決定した時点で検討していきたいと思っております。 

 以上です。 

○議長（藤井裕一君） 

 総務部長 小松塚隆雄君。 

［総務部長 小松塚隆雄君登壇］ 

○総務部長（小松塚隆雄君） 

 ５点目、入札関係の事務に関する質問にお答えをいたします。 

 古橋議員から、見積もり合わせによる随意契約において見積書の受領方法についてご質問をい

ただきました。 

 これまでも、検査管財課で見積もりの徴取と契約の依頼をいただいた案件につきましては、見

積もり合わせの際には、立会人と補助者を置き公正な事務に心がけてまいりました。しかしなが

ら、今までは見積書の取り扱いの定めがなかったこともございまして、封印をしていないものも

ございました。また見積書の受け取り日時、受取人等についても特に記録に残しておりませんで

した。これらの扱いは公正な事務の執行を証明するには不足があったと反省をしております。 

 議員からのご指摘を受けまして、平成27年４月21日以降の見積もり徴取においては、見積もり

依頼書の文面に封印することを明記いたしまして、さらに見積書を受領する際、いつ、何時に、

誰が受け取ったのかを記録に残すよう改善をいたしました。今後は見積書の事務取扱について共

通理解をするためにも、要綱等の制定についても検討をしていきたいと考えております。ご理解

のほどよろしくお願いをいたします。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 それでは、追加答弁をさせます。 

 保健福祉部長 金田克彦君。 

［保健福祉部長 金田克彦君登壇］ 

○保健福祉部長（金田克彦君） 

 古橋議員の１点目の貧困による家庭教育不足のケアについてのご質問にお答えをいたします。 

 初めに、貧困率についてご説明をしますと、貧困率を示す指標としまして相対的貧困率がござ
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います。これは世帯収入から子どもを含む国民一人一人の所得を計算し、順番に並べたとき、真

ん中の人の額の半分に満たない人の割合とされております。平成25年度の厚生労働省の調査によ

りますと、国民の16.1％の人が貧困であるとの調査結果が出ております。 

 市の貧困の状況につきましては、初めに生活保護の状況及び生活困窮者の事業について、お答

えをいたします。 

 平成27年４月１日現在、生活保護世帯は212世帯で252名、保護率は0.6パーセントで、県平均

の保護率0.9パーセントより少ない状況にございます。保護世帯としては、高齢者世帯が多い状

況となっております。障害者のいる世帯や疾病者のいる世帯もあり、就労が困難なため生活が困

窮している世帯があるという状況です。また、未就学児及び児童・生徒のいる世帯は10世帯、14

名の児童が小・中学校のいる世帯になってございます。教育扶助の支給として、毎月、学習支援

のための費用や学校給食費等を支給しております。 

 生活が困窮している家庭につきましては、平成27年度から開始となりました生活困窮者自立支

援制度において、任意事業として学習支援事業がございます。学習支援事業は、生活困窮世帯の

子どもに対する学習支援を行う事業でありますが、県内において実施をしている自治体はありま

せんので、県外の事例で申し上げますと、学習する場所を提供し、大学生やボランティアによる

学習指導や相談を学校や関係団体との連携を図り、実施している事業でございます。 

 本市においては、今年度、必須事業である生活困窮者自立相談支援事業及び住宅確保給付金の

支給による事業を実施しており、自立相談等によりニーズを把握した上、次年度以降の実施に向

け検討をしてまいります。 

 次に、家庭教育不足のケアについてお答えをいたします。 

 乳幼児期における子どもの教育につきましては、非常に重要な時期であるとの認識をしており

ます。本来、保護者などにより、子どもとのかかわりを深めながら、一定期間、家庭において教

育・保育ができることが望ましいことであると考えているところでございます。 

 しかしながら、核家族の進行や女性の社会進出、就労形態の多様化などにより、家庭において

教育や保育が難しい状況の中、保護者にかわり保育所等でお預かりをするなど、保育需要が高ま

り、保育所の役割と機能の充実が求められているところでございます。 

 保育園については、教育環境が整っているものと思いますが、市保育所につきましては、保育

指針に基づき、養護と教育を一体的に行うなど集団生活の中で、手で触れ、目で見て、耳で音を

聞き感じるなど、いわゆる五感を使った遊び・体験を通して学び、挨拶や片づけ、衣服の着脱、

食事のマナー、歯磨きなど、生活習慣を身につけるなど、ルールづくりを心がけ、家庭との連携

や保護者に対する支援を行っている状況でございます。 

 また、昨年の４月に子ども家庭課内に子ども未来室を設置し、総合的な相談窓口として、子ど

もや親支援を行っております。さらには保育所や学校で定期訪問相談事業の実施や保健センター

で行っている乳幼児健診時に出向くなど、母子等の状況を把握し、成長過程における障害などの

早期発見、早期対応に努め、子育て世帯への支援に力を入れているところでございます。 

 以上、答弁といたします。よろしくお願いします。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 
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○８番（古橋智樹君） 

 それでは、再質問のほうをさせていただきます。 

 まず、第１点の貧困による家庭教育不足ケアと18歳選挙権への備えということでお尋ねする前

に、まず改めて私のほうで質問に際してデータもあわせて持参いたしましたので、加えながら伺

いたいと存じます。 

 先ほど来、貧困率等の数字がありますが、厚労省が25年、一昨年の中で国民生活基礎調査とい

うものを実施したものから引用したグラフでございます。25年ですので、最新値が24年というこ

とで日本全国の全世帯です。お父さん、お母さん、さらにはおじいちゃん、おばあちゃん、お勤

めになっているお子様も含めての平均でございます。 

 先ほど、保健福祉部長のほうから貧困率という定義について説明ありましたけれども、こちら

の私の申し上げているのは、単なる平均所得ということで全世帯ですと537万という状況でござ

います。こちらは恐らく所得ということでございますので、控除等も含めた内容で平均的に250

万ちょっとの収入の方が２人いるような数値でございます。子どものいる世帯ということで、こ

ちらの表の折れ線グラフの一番上になるんですが、先ほどの537万円に対しまして、児童のいる

世帯が673万となっております。これは意外にいい数字だなという私の実感もあります。いろい

ろ子どもがいるということで、児童に対する特別な措置も含めての中で、こういった日本の取り

組みで子どもたちの家庭環境を保護しているという実績のあらわれかと思います。参考に高齢者

世帯ということで、こちらは309万円となっております。 

 先ほどの保健福祉部長が申し上げた貧困率の算出に際しての中央値というのが同じく厚労省の

同調査によりますと、中央値というのは一番真ん中の所得ということで432万円で平均が537万と

いうことなんですが、こちら私の手元だけの一部の書類ですので、私が口頭である程度どういう

図なのかご説明する必要があると思うんですが、こちらの100万から400万、こちらの間の世帯と

いう割合が非常に大きいです。100万から400万ということで合わせますと40％、約４割、そのよ

うな世帯の収入で今切り盛りしている状況です。先ほどのグラフの中では、平成７年あたりの所

得が一番よくなり、今下降ラインを下って東日本大震災のあった2011年３月の影響でややへこみ

がありますけれども、その後、国のいろいろな措置により下がらないような形で何とか維持をし

て、今現政府が取り組んでおりますアベノミクス等で量的緩和の後に公共事業を第２の矢として

取り組んで、その形もあって、現在株価が２万円を超えているような状況でございますけれども、

この地方には、まだまだその景気のよさというものが伝わっていない実態かと思います。 

 続いてのグラフなんですが、こちらが先ほどの保健福祉部長が言った子どもの貧困率、相対的

貧困率、子どもの貧困率には触れておりませんでしたね。相対的貧困率16.1という数字がござい

ます。こちらにつきましては、著しい下がった数字ではないんですが、昨今の報道によりますと、

やはり非常に生活が厳しいという実感が出ているという報道もなされているわけでございます。

その一つ理由に、非常に先ほどの答弁もありましたけれども、核家族化の中で国の政策によって

住宅ローンという有利なものが出て、これまでおじいちゃん、おばあちゃんと住んでいた形も核

家族化傾向になり、その住宅ローンを背負いつつ、車も国家減税などという国の取り組みもあっ

て車を買い直す。それに加えて、皆さんもお持ちの携帯電話も大分高度化が進んで、料金もそれ

に見合った形で上がって、非常に家計の常日ごろの経費が上がっているという形の中で、先ほど
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は生活保護の割合については、当市は県平均よりは下回っているという状況ですが、その上の所

得の方々、私のみならず皆様方もそういう中で、景気はまだまだ厳しいというふうに、皆さんお

考えになって捉えられているかと思います。 

 まず、ここで市長さんに簡単にお尋ねいたします。 

 当市の景気観というもの、これは市長の何か調査に基づくものでなくて結構でございます。当

市の景気観をお尋ねしたいと存じます。 

○議長（藤井裕一君） 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 当市の経済的な景気ですよね。今お話がありましたように、国全体としましては、この株高、

それから円安等によりますその効果が出てきまして、輸出関連、大手企業等によって大分経済の

回復はしていることはマスコミ、新聞等でも毎日報道されているところでありまして、そういっ

た意味では、私も大変心強く感じております。ただ、古橋議員のご指摘にもありますように、私

ども生活する中で、この地域内の中小の方々、商工業の方々、あるいはまた自営業の方々なんか

を見ていますと、必ずしもその経済景気がそういった方のところまで行き届いているかというと、

そういった実感はやや少ないと思っています。ただ、全体としてそういった傾向の中で、雇用も

改善しているようでありますから、その流れは決して間違いでもないし、いい傾向だと思います

けれども、実感としてはちょっと少ないというふうに感じているところでございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 これは市長の答弁改めて再確認の上でいただいたもので、皆さんもご想像のとおりの景気観、

状況だというふうにいただきました。 

 続いて、こちらは先ほど来の同調査の中で、その実感ですね。実感がどのように推移している

かということの平成13年から25年にかけて５回の調査の中でございます。大変苦しい、やや苦し

い、普通、ゆとりがあるというようなコメントをいただいた割合でございます。平成13年、いろ

いろ景気の情勢が下降気味になって失われた年間のどうのという定義になる時期かと思いますけ

れども、そういう状況でも、いまだバブルの余韻が若干地方にも残っていて、全国的な中では平

成13年で半分が51％苦しいという、大変苦しいとやや苦しいを合わせて51％、しかし、25年にな

りますと、それがさらにふえまして、この調査の中では最新値でございます。59.9ということで

やや60ですね。10％も苦しいという生活感が出てございます。 

 そういった中で、いろいろな家族スタイルが出ているわけでございますが、私が質問の中で伺

っております貧困による家庭教育不足ケアということで、まず、皆さんも思い当たると思います

けれども、母子家庭ということで父子家庭、一人の親で子どもを育てながらやるというのは非常

に想像すれば大変忙しい、大変苦しいというような実感の答えが大多数だと思います。お金が幾

らあっても、一人で子どもを育てながら勤めるというのは、生活を維持するというのはかなりの

お金があっても苦しいという答えになるだろうと察します。そういう中で、やはり物理的な時間

がどうしても先ほど10％もふえているということで、時間にしたら相当10％ふえているというこ
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とは、そのゆとりの時間が少なくなっている。相当数、１割どころじゃない。そういう逆算も考

えられると思います。そういった中で、子どもが非常に親の仕事の忙しさの中で、愛情であった

り教育的な内容であったり、子どもとゆっくり過ごすという時間も厳しい中で、子どもの心とい

うものは昔も今も一緒です。やはり愛情が基本となって、そのほかのゆとりはやはり給料がある

程度もらえて、休みももらえるということが願いでありますが、皆様もご承知のとおり、薄利多

売、多働ということで薄い利益の中でたくさん働かなくてはならない昨今であります。一日も早

く株価のような数値の上がり方が皆さんの所得、それから皆さんのゆとりに反映されることを願

うところですが、現実として非常に子どもたちは昔の専業主婦やじいちゃん、おばあちゃんと一

緒に住んでいたような家族環境と違い、先人からいろいろな世の中のノウハウを教わる機会が失

われている状況かと思います。 

 そういったことで、ますます私はそこに予算、事業計画というものを各地方自治体、市町村も

注視して措置するということが私は10年後、20年後の子どもたちに利する。さらには冒頭の選挙

権の18歳ということで、より18歳からお勤めになる方がさらに社会の正式な一員として選挙をす

るというこういう中では、２歳下がるということは大変な私は世の中の課題だと考えております。 

 そういう中では、義務教育はそう簡単に枠が広がるということはないと思いますが、それを補

うのがやはり家庭教育、私はイコール同等と考えているんですが、幼児教育、これが後々の私た

ちの社会の少子化の中で効率的な子どもたちが能力をさらに高めて上の世代を支える。そういう

中では、やはり予算を小さい子ども、特に就学前ですね、これを投じることが日本全国のみなら

ず、各地方のそれぞれの状況に合った対応、必須なことであろうと私は考えております。 

 こちらの表をご説明いたしますと、こちらは国の厚労省の数字ではなくて、当市の税務課で書

類をいただいた内容からつくったものでございます。課税標準といいまして、皆さんの申告、い

ろいろ医療保険等を省いたものに対して課税する金額ごとに割合をおおむね100万円段階で円グ

ラフにしたものでございます。その中で100万円以下、実質はこの中の数字から逆算しますと、

控除を含めて平均所得が142万という平均の方々、これが当市の中で39.4、ほぼ４割、そして課

税標準が100万超から200万以下、これが控除を含めた形で逆算しますと、平均が259万、これは

先ほど国の調査、世帯でしたが、これは１人です。１人当たりですが、これが259万の所得と平

均で見込まれる方、こちらが30.1％、３割、合わせて300万にも満たない方、いかがですか。こ

の70％もいらっしゃって、私はこれを思うと本当に生活大変だろうなと。残りの皆さんの生活様

式に合わせておつき合いするの大変だろうなというふうに想像した次第です。７割の方が300万

にも満たない方が１人当たりです、いらっしゃるという。これは26年ですので、現在住民税の形

で賦課する内容でございます。最新値です。７割ですからこそ、私はこの７割の皆さんに限らな

いことなんですが、それぞれによりましては、経費もさまざまであります。 

 そういった中で、この表をごらんいただきますと、人口ピラミッドということで、大変これは

22年ですので、５年前です。非常に首が細い人口ピラミッドです。最近では、所得倍増計画だの、

番組の中で人口ピラミッドの形がその日本の情勢に非常に合っていたということで、高度経済成

長を遂げられたということですが、この当市の人口ピラミッドの形は、その高度成長のものとは

形は全く相対しているような状況でございますから。 

 そういった中で、国ももちろん第３の矢の設備投資をやるためには、やはり人口増加がどうし
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ても国力を上げるためには必要だということで取り組んでいるのが現状でございます。そして、

きょうになってさまざまなニュースの中で、地方創生会議ということで、もう皆さんもお聞きに

なったと思いますが、もうこんなにも政府が地方へ人を移す計画を具体的に示すという。これは

非常に少子高齢化の中を急ピッチで是正していきたいという国の取り組みです。 

 私もことし第１回の定例会の中で、地方創生についてはお尋ねさせていただきました。このよ

うに国が急にピッチを上げてくる中では、やはり当市も１年ゆっくり内容を充実させることも必

要でありますが、スピード感というものも必要であろうと考える次第でございます。しかし、私

が今回１つ目の質問として伺っております貧困による家庭教育不足ということは、先ほどごらん

いただきました所得の推計からご推察いただければ、その地方創生の成果を出すということを待

っていたのでは、非常に大変苦しいというそういう割合がどんどんふえていくだけでございます

ので、地方創生の取り組みとともに、私はスポット的に優先して家庭教育支援、幼児教育、そし

て18歳の投票ということでほぼ決まりかけているわけですから。そういったことに別途地方創生

の中で事業計画するのではなく、スポット的に予算措置、事業化する。現在その１年、２年を地

方創生ということで待ったら、その子どもの予算措置されない空洞期間が出てしまうわけでござ

います。毎年子どもは生まれて育っていくわけでございます。そういった子どもにも将来を担っ

ていただくのは、確実なことですので、我々はその子どもたちに予算するのは当然であろうと思

う次第でございます。 

 当市、この人口ピラミッドを全国的なものとシルエットを重ねて見ますと、私の重ねる根拠で

ございますので、若干の食い違いはあろうかと思いますが、やはり全国的なものと比較すると働

き世代が足りないというふうに私は重ね合わせて感じたところでございます。 

 そういった中で、投票権が２歳下がるということは、私は義務教育以前の３歳から４歳、５歳、

ここに私は予算事業化をスポット的に優先してやっていただきたいというのが願いであります。

18歳から投票、もう来年から始まるわけでございます。そう想定されております。来年有権者年

齢が下がって投票する方は、これは実際には市としてできる限りの範囲はあるかもしれませんけ

れども、小さい子どもたちには、やはりそういった世の中の一員として市として予算措置してあ

げる。医学的にもやはりその３歳、４歳、５歳というのはこちらの表をごらんいただくとスキャ

モンの発育曲線というのがございます。これは皆さんにはなかなか見えないと思いますが、脳の

働き、神経系が体の成長、そして性の発達よりも格段に３歳、４歳、５歳あたりで先に100％へ

向かって早く成長するという。これは理論でございます。 

 そういった点から、私は国の指南を待つのではなく、当市の実情に合った予算の捻出の形の中

でも十分できることかと思います。そういった取り組みを私は地方創生というスパンで待つので

はなく、ぜひスポット的に追加をして事業化をやっていただきたいと考える次第でございますが、

市長さんのこれについてのご見解をお願い申し上げます。 

○議長（藤井裕一君） 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 ただいま古橋議員からさまざまな角度から所得を含めましてご指摘をいただき、大変感銘を受

けるご指摘だと思っています。 
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 そういう中で、特に幼児期、３歳から５歳の教育が大事だということをお答えいただいたわけ

でありますが、大変その時期というのは人間形成にとっては一番大事な時期でもありますし、な

おさら今お話がありましたように、きのうの国会で18歳の投票権が承認される決議もされており

ます。そういう中で、私も教育はまさに国家の一番の社会の財産でもありますし、それから、本

当に国家百年の計と言われるものでありますから、しっかりとこれからの時代を支えられるよう

な人材を育てるために特に今ご提案いただいた低年齢児につきましても、さまざまな角度から教

育関係者とご相談をしながら、力を入れていきたいというふうに考えておりますので、ご指導を

いただきますようお願い申し上げたいと思います。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ありがとうございます。 

 その３歳、５歳からの事業化というのは、私は市の皆さんにとりましても、非常に負担軽減の

効率化ということでも生まれてくるということで考えております。私がこの家庭教育と唱えてお

りますのは、３歳、５歳の幼児教育です。こちらの事業を予算化すれば私は次のようなメリット

を考えております。義務教育の学習がスムーズになる。生徒指導の負担軽減につながる。思春期

における親の負担軽減につながる。18歳までの大人意識の成長を効率化する。そして少子化時代

に、より生産性の能力が必要となり高まるということを私は考えております。このことにつきま

しては、私の２つ目の質問、市長権限となる総合教育会議と重複していることもございます。 

 そういった中で、先ほどご答弁がありましたが、新教育改革ということで総合教育会議に具体

的にお話を伺っておりますと、現存の教育委員会に市長が加わるということだけです。果たして、

確かに有識者の皆さんがそろえばそれなりの形はできるであろうと思いますが、やはり人数的に

は文殊の知恵として、もうちょっと組織体制を補うような形が必要であろうと思うところであり

ます。 

 このことについて、市長部局でも教育委員会でも結構なんですが、現状、実情としてはいろい

ろ滋賀県の問題が発端となって、いじめ対策の先般の条例も含めてそれに見合わせた体系となっ

ておりますが、私はせっかくの改革でありますから、それだけに終わることなく、先ほど来申し

上げているような家庭教育、幼児教育にもその意見が効率的に反映されるように、組織固めがま

ずは必要かと思うんですが、何度か部長等を初めお尋ねしましたが、市長が教育委員会に加わる

だけなんだという、その体系で先ほどご答弁がありました。２カ年かけて教育の計画並びに大綱

を整えるということであります。 

 非常に地方創生の取り組みとギャップがあるんですが、この点について何か教育委員会と市長

だけで十分だよというんであれば、それでご答弁いただいても結構なんですが、やはりたくさん

のご意見を、よりいい公約数として大綱計画に盛り込むためには、こういう体系も整えたいとい

うお考えがありましたら、ご答弁いただきたいと思いまして、再質問とさせていただきます。 

○議長（藤井裕一君） 

 教育部長 飯田泰寛君。 

○教育部長（飯田泰寛君） 
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 それでは、私のほうから教育委員会事務局という立場で、ご答弁させていただきます。 

 先ほど来、家庭教育というさらに３歳、４歳、５歳といういわゆる幼児期における家庭教育と

いうお話が再三出てまいりました。貧困というようなお話も出てまいりましたが、事務的なお話

でちょっとご説明させていただきます。 

 教育委員会におきましては、小学校入学前の家庭教育事業ということで、生涯学習課が進める

子育て広場事業というものがございます。こちらは３歳以上の未就学児、いわゆる小学校入学前

という、教育委員会総合会議の拡張性というお話でしたが、教育委員会の総合教育会議につきま

しては、先ほども教育長からもございましたように、教育委員会と市長でメンバーを構成して協

議をするものでございまして、これは変わりあるものではございません。ただ古橋議員のおっし

ゃるように、教育をどういうふうにしていくかというようなお尋ねでございますので、そういっ

たものは、先ほど教育長からもありましたような教育振興計画の中でどう位置づけていくかとい

うことが重要になってこようかと思います。 

 具体的には事務的なことを申し上げますと、その未就学児のお子様たちを持つ親御さんが、な

かなかどういうふうに育てていっていいかわからない。いわゆる子育て初心者の方がたくさんい

らっしゃいますので、そういった方々を支援する事業を教育委員会事務局と生涯学習課で行って

いると、そういうこともございます。まだまだ古橋議員さんのおっしゃるような、思い描いてい

るようなスケールの大きなものには至っていませんが、今後はそういったこともどういう具体的

なことを実施していくかというようなことも教育振興計画の中で協議をし、さらには議員の皆様

のご意見等をいただきながら、計画を策定していきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 暫時休憩します。 

 約10分間の休憩とします。 

休 憩  午前１１時０２分 

──────────────── 

再 開  午前１１時１１分 

○議長（藤井裕一君） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 それでは、引き続き再質問を進めさせていただきます。 

 先ほど、部長から答弁がありましたが、教育委員会と福祉部門に悪い言葉遣いの例なんですが、

縦割り行政ということで、非常に予算の効率も実際的には重なり合って無駄な部分もあるのが実

態かなと私は見ております。ぜひ予算書の中に新たな目、節を設けて通常の保育関連の管理とは

別に新たな目、節を設けて取り組まれるような財政面の予算措置、それから人員として事業の組

み直し等もぜひご検討いただければというふうに思う次第でございます。 

 先ほど、教育部長から、一例がありました子育て広場わくわくという事業ですが、私の自宅に

もたまたま届きまして、内容的には非常にいい内容なのかもしれませんけれども、実はこれを多
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くの方に効果的に予算が届くというのが私は行政のテクニック、これからの少子化の中では必要

だと思います。やっている内容はちゃんとしっかりそろっておりますけれども、それを多くの対

象者に99％行き届かせるというそういった行政の技術、それをぜひこの機会に僭越ながらではご

ざいますけれども、ご一考いただければというふうに思う次第でございます。 

 連携という中の参考例で、小生にも小さい子どもがいるもんですから、連携、既に確立してい

るものもちょっとご紹介させていただきますが、これは保育所でやっている幼年消防クラブ総会

という内容なんですが、私非常に感動したんですが、防火の誓いというのがあって、第１条、第

２条とあって、子どもたちにわかるレベルで日常は絶対火遊びをしません。その後、私たちは礼

儀正しく素直な子どもになりますと。私のこんなことかもしれませんけれども、こういう連携が

非常にこれからの行政には必要であろうと思う次第であります。 

 そういった中で、家庭教育、幼児教育に各家庭によって義務教育前の子育て教育の観念はさま

ざまです。無理強いされるというふうに受け取られる兼ね合いも中には発生するのかなという想

定もありますが、やはり先ほどのような心があれば非常に行政としても伝わるだろうと思う次第

です。難しいことは要らないんです。無駄に金をかける必要もないです。そして中にはなかなか

仕事が忙しくて、子どもに愛情が届かないという家庭もあるかもしれませんが、本音はそうでは

ないということをご理解いただいて、そして私も保育所をのぞく機会がありますと、やはりこれ

だけ景気の悪い時期がしばらく続きました。全般的には子どもにはぜひ将来有能になってもらい

たいという思いは景気のいいころに比べて、今だからこそ、子どもにかける思いというのは非常

に強いというふうに感じ取っているわけでございます。 

 そういう状況ですので、保育所でも児童館でも、ぜひ将来なりたい夢に職業に、それを宇宙飛

行士だ何だと消防士だと聞くだけではなくて、その職業のためにはレスポンスですね。どういう

学習、勉強をするとそれに進めるんだよという、それがやはり幼児教育の一つとして動機づけと

いうことで、後の人生に非常に大人になったときに心の支えとなるのではないかなというふうに

考える次第でございます。 

 今現在の従前の事業、特に保健福祉部の関係は健やかな環境で子どもを安全に預かるというよ

うなスタンスだと思います。これにプラスアルファ付加するだけで、私はもう十分だと思うんで

す。宇宙パイロットを目指すには、算数を学ぶんだねというその一言を子どもの成長に合わせて

助言するような、そういったもので私は非常に先ほど来申し上げているような効率化、負担軽減

が生まれるものと信じている次第でございます。 

 時間の限りもありますので、２点目の教育総合会議、そして教育振興費に関しての再質問に移

らせていただきます。 

 きのう、中根議員の質問におきまして、私、途中中座させて失礼させていただいたんですが、

大山教育長がいとも簡単に算数だよというような方針を打ち出して、その後半ちょっと聞きたか

ったんですけれども、ちょっと諸事情がありまして、席を外させていただいたんですが、私、第

１回の質問で数学的な考え方どうだということで、議事録にも手前みそですけれども、１回目の

質問の前段として言わせていただきました。理科観察実験指導や英語のＣＬＴ情報のＩＣＴなど、

文科省のフォーマットをごく一般的に与えるのではなく、物心が養われる小学校の年代こそ、例

えるならば、算数で数学的な考え方を育てるような取り組みをと前置きさせていただいて、再質
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問の際には、大山教育長、読書だ、国語だとお答えいただいて、なおかつ学校教育課の皆さんに

話を聞いたら坪井市長も選挙公約で国語と掲げられていた。きのう中根議員にした２回目の答弁

の内容も聞きました。 

 私もその理屈で先ほど申し上げた数学的な考え方というのは捉えております。大山教育長の、

大変プロの前で僭越なんですが、その特に算数、数学を優先科目としてすべき理由ということで、

積極的な理由でいわゆる根拠ということで申し上げさせていただきますと、各科目の中にそれぞ

れ指導要領で定めておると思うんですが、指導要領の第２章第３節の算数で平成20年３月に、こ

れは改訂した内容だと思うんですが、算数的活動を通して数量や図形についての基礎的・基本的

な知識及び技能を身につけ、ここまではごく当たり前のことを言っています。その後です。日常

の事象について見通しを持ち、筋道を考え表現する能力を育てる。日常の事象について見通しを

持って、筋道を考え表現する能力を育てる。この続きがあります。とともに、算数的活動の楽し

さや数理的な処理のよさに気づき、これはどの科目でも同じようなこと、その後、進んで生活や

学習に活用しようとする態度を育てる。これがまさしくきのう大山教育長が答弁なさっていた日

本の産業の礎となる算数であろうということなんですが、教育長にお尋ねしますけれども、あれ

だけ私再質問で国語だったんですが、教育長としての見解を新たに再考いただいたと思うんです

が、その具体的算数像を捉えたきっかけを中根議員にお答えした内容と重複しないような形で工

夫してご答弁いただければと、お願いします。 

○議長（藤井裕一君） 

 教育長 大山隆雄君。 

○教育長（大山隆雄君） 

 ただいまの古橋議員さんの質問にお答えいたします。 

 ３月議会のとき、確かに国語、読書というようなことでお答えしたと思うんですが、そのとき

に前段にたしか今おっしゃったようなご提言がありました。それを受けて現在特色ある特徴的な

取り組みは何かあるかというようなご質問だったかなと記憶しているんですが、その質問でした

ので、私は実際取り組んできた中でとても印象深く残っているその読書指導、国語の授業ととも

にそういうことで一応読書、国語ということで取り上げたかと記憶してございます。ですから、

今学校の課題は何かということで、昨日、中根議員さんからの質問がありまして、これは県と同

じように、本市においても学力向上が第１の課題であると。その中でも、特に算数・数学の学力

向上については、力を入れていかなければならないということで、お答えいたしました。 

 その背景になるものについてですが、このＰＩＳＡというＯＥＣＤに加盟する41カ国が取り組

んだものなんですが、これ英語で言うと、「プログラム・フォー・インターナショナル・スチュ

ーデント・アセスメント」というんだそうですが、一般的にはピサと言っているわけですが、Ｐ

ＩＳＡですね。国際的な学習到達度に関する調査ということで、15歳、日本で言うならば高１の

生徒を対象にした調査なんですけれども、４つあるわけなんですけれども、読解力、それから数

学的リテラシー、それから問題解決能力、科学的リテラシー、これは活用能力なんですけれども、

この４つについての調査を41カ国の国が参加して行ったところ、大変日本も当初はかなりいい成

績をおさめておったんですが、年を重ねるごとにその順位が低下してきまして、この例えば一つ

の例を挙げますと、数学的リテラシーの分野ですと、2000年度の調査では、41カ国中１位だった
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んですね。ところが、2003年度は６位、これは2008年ですか、10位に落ち込んでしまうと。そう

いうことで、これは何が原因であるのかということで、当時大きな問題になったわけですけれど

も、やっぱりその背景にはゆとり教育というものが根底にあるのではないかと。つまり今まで詰

め込み教育で進めていたことの弊害が出て、きのうも説明させていただいたんですが、そのあた

りからこれの見直しが必要だろうということで、学力向上というものが強くうたわれるようにな

ってきました。 

 それで、県ではその学びの広場サポートプランということで、小学４年生、５年生を対象にし

て算数の基礎学力を向上させたいということで、夏休みに５日間時間をとって重点的に指導に当

たると。それが今度は中学１、２年生に対しても行いましょうということで、今年度１年間を通

して15時間、その時間を確保しましょうということで、その時間は朝の会とか、放課後なんかに

その時間を使って取り組むわけですけれども、そういうような流れがありまして、決して私も算

数・数学を軽視しているわけではなく、きのうも言いましたように、国のやはり製造業の根幹を

なす算数・数学のやっぱり学力というのは極めて大事であるというようなことで、そのような説

明をさせていただいたということで、算数・数学は極めて重視していかなければならないと考え

ております。 

 以上です。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ありがとうございます。 

 それから、私は算数・数学に関してこれは大山教育長の視点とはまた別な意味でご紹介させて

いただきたいんですが、消極的な理由なんです。算数・数学は政治・宗教・思想に影響されにく

い科目であるという、これは別にどこかから引用したわけではなくて、私の持論を書いただけで

す。逆説的には、国語はその影響を受けやすい半面もあるというふうに私は考えるところですが、

こういった論議を新総合教育会議という中で、能率的な意見からプロセスへ至れるような仕組み

が私は欲しいと。さらには、先ほど１番目の質問から伺っているような幼児教育、まさに市長が

教育委員会に加わるというところは、その保健福祉部の幼児教育のこれまでの取り組みも踏まえ

てのミックスを答えとして出せるのではないかというチャンスと私は捉えている次第でございま

す。 

 教育振興費が足りないと私は常々申し上げているんですが、そのいろいろ統廃合も大事な課題

であります。こういった中では、ハード面の設備、まだいろいろかかるというのは承知でござい

ますけれども、そういった社会情勢に見合った予算措置をご一考いただくこともお願いしたいと

ころです。 

 私にとりましても、例えば下稲吉中学校があれだけの生徒数でいながら、体育館のキャパが足

らずに東小学校と下稲吉小学校の体育館で部活の練習をしているという状況になっている。私は

それこそ市長の責務の内容であろうというふうに考えておりますので、下稲吉中学校の周辺を見

れば、そういった子どもたちのまだまだ足りていないニーズに応えられる概況はある。さらには、

川村議員関係の地の利も残っている。 
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 いろいろ選択肢はあると思いますので、そういうことを市長が加わって教育委員会で指導をと

る中では、やはり陣形といいますか、体制を副市長がサポートしながら有識者の意見、そして市

民の意見をうまく効率的にスピード感を持って組み立てていただければというふうに願いまして、

２番目の質問は閉じさせていただきまして、続いて国民健康保険について再質問をさせていただ

きます。 

 先ほどの市民部長のご答弁におきまして、県の分賦金等の指針が出れば早々に取り組みたいと

いうことですが、時間もありませんので、１点だけご紹介させていただきます。 

 私が市会議員の前の期から唱えさせていただいております資産割が固定資産税と二重課税にな

っているから廃止すべきではないかということで、もうこれもかれこれ副市長となって戻られた

横瀬さんが市民部長のときからお尋ねさせていただいておりまして、そのとき、見直しの時期が

来れば検討したいというような非常に心温まる答弁をいただいた記憶があるんですけれども、近

隣の取り組みといいますか、先進事例をこの場をおかりしてご紹介させていただきますと、土浦

市も昨年度からもう資産割を廃止されております。そのときに、土浦市は一気に率をカットした

のではなく、１回その資産割の率を半分に減らして段階的に取り組んだ形があります。平成23年

に一度11.14％という資産割率、これは医療分も介護分も合わせてだと思うんですが、それを前

年度に資産割なしにされました。もちろん、かすみがうら市と土浦市の人口、それから国民健康

保険に加入される皆さんの状況が違いますので、これを同じにやれということではなくて、質問

でお尋ねしております。 

 茨城県に保険者が移管するということですので、その弊害を私なりに想定したものをご紹介さ

せていただきますと、土地の所有がかすみがうら市に限らず、このパネルのほうです。かすみが

うら市に限らず、ほかの市町村にも土地を持っていた場合、茨城県という全体の中で見たときに、

これが非常に旧市町村の税率をそのまま引っ張るかというと、それはなかなか難しいだろうとい

うことをご紹介させていただきますと、当市は資産割20％、現状ですね。横瀬副市長のときには

44.8ですか、だったと思いますけれども、それが宮嶋市長のときに宮嶋市長の大幅値下げという

のと相まって私の意図を酌んだからというわけではないとは思うんですが、それは44.8から20％

に下がったわけです。私はもう何回か坪井市長に言いましたけれども、先ほどご紹介したような

答弁の中で、坪井市長の選択は被用者保険の皆さんに負担をふやしたくないという思いで、苦渋

の決断をなさった。その後、また宮嶋市長さんが改定された。 

 さて、ここに来て県の移管が決まった中で、坪井市長がその国民健康保険のいろいろな意見の

中で、残りの中で何を取り組めるのかなと考えた場合に、私は、そのひとつとして資産割の激変

緩和を段階的に残りの年数の中で取り組まれるというのも一つのツールだろうというふうに考え

る次第でございます。 

 話はパネルに戻りますが、当市は資産割20％で都市計画税の課税がありません。片やＢ市とい

うところでは、これは例えばなんです。資産割所有者の方がＢ市にも土地を持っていて、資産割

10％だけれども、都市計画税が加わっている。そして、その方はＡ市にも土地を自分の個人名義

で持っていた。しかしそこは資産割はもう既にない。こういう資産割の悪く言えば煩雑な条件と

いいますか、そういう混在が茨城県が保険者となって、いや、それをばらばらにそのままやろう

ということは私は可能性としてはなかなか難しい。とったところで当市が合併したときのように
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暫定税率という方法かなと思うんですが、その前に坪井市長としても税率を考えるチャンスがあ

と１回あるのかなと私は提案をさせていただいて、再質問は伺いませんので、要望という形でご

検討いただければと思います。 

 続きまして、指定金融機関制度の見直しで地域活性をということで、お尋ねさせていただきま

す。 

 ご答弁にありましたとおり、私も収納事務に関しては、何ら評判が何かマイナスなところは聞

いたこともないし、よくやってくださっているなという実態は私も存じています。そういう関連

で、まずお尋ねしたいんですが、私は銀行さんたらば、やはり銀行さんのお持ちのマーケットの

情報というのが市のためにぜひとも聞かせていただきたいという、これは内容によってはもちろ

んそれは対価を払ったっていいことであれば払う必要がありますし、サービスの範囲でいろいろ

情勢を教えていただけるんだったらそれにこしたことはありませんけれども、市長がご存じかど

うか私わからないんですが、ここのパネルに非常に平成24年度に驚くべき出来事があったんです

よね。こういう情報こそ、その分析というのは我々行政の立場よりも銀行の金融業の皆さんのほ

うがよく把握なさっていると思いたいところなんですが、この平成24年度、実はかすみがうら市、

これは茨城県の市町村民経済計算書、いわゆる白書の部類だと思うんですが、その中で24年度茨

城県内市町村の中で、かすみがうら市が実質のＧＤＰですね、総生産が57.8％という驚くべき伸

び率があったんですよ。これはグラフを小さくて残念ながらお見せできないんですが、その次の

五霞町でさえ30％ＧＤＰが伸びている。これだってすごいことなのに、かすみがうら市57.8です

よね。これこそ防災無線で流したっていいぐらいのニュースだとは思うんですけれども、これは

若干職員の方とこのネタを意見交換しているんですが、じゃ、これこんなに57.8も実質ですよ、

物価の上昇数を省いた生産性がどこなんだと。大手の日立建機さんなのか、まずは考えるところ

ですが、私も県のほうにお尋ねしましたところ、何か建機さんではないというようなお話なんで

すよね。その震災後の中で非常に需要が伸びたであろうという業種なんですが、これが実は製造

業が非常に伸びていた。この初め余り浮かれ過ぎてもいけないと思って、前年がよっぽど悪かっ

たんじゃないかと思ったんですが、そういうこともないんですよね。軒並みでそこにがつんと24

年度実質経済成長率がかすみがうら市が57.8、このグラフで見たら断トツですよ。市長さん、恐

らく今顔を伺っていると御存じなかったと思うんですが、私はやはりマーケットが広い金融機関

さんであれば、確率的にはこういう大事なことを政策に反映させていけただろうと思うところな

んですが、課税状況に反映、どかんと出ているのかなと思えば、そうではないんですね。だから、

やはりそこは指定金融機関さんみたいな立場が収納事務とは別に、いや市長、あそこのあの企業

はこういう設備投資をやって当たったんですよと。そういうことが非常に私は行政にとっては欲

しい。これは何とか当市の財政税収に結びつくようなそういうアシストを私は願いたいところで、

もう一つの理由として、この質問をさせていただいているところなんです。 

 私も大分施政方針については、辛口な質問をやらせていただきましたので、少しは市長が目指

している農業がもう間違いではないというところもご紹介させていただきますけれども、これは

同じ市町村民経済計算書の中で、小さくて拙い説明で恐縮なんですが、農林水産業の県の平均に

比べれば大きく突出している。先ほどの製造業が実質成長率の中で、この産業別の特化係数グラ

フの中では出ている。さらに、当市は運輸業も県平均よりも出ている。こういった分析を政策に
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反映させるタイムリーな取り組みが地方創生ということだと思うんですけれども、それをぜひ私

は金融機関さんに教えていただくと非常に執行部のほうも税収に結びつけやすいのかなと思うわ

けです。しかしながら、これは前回の第１回の定例会でご紹介させていただきましたが、市民部

からいただいたデータですね。市民申告者の農業所得者は1.5％だという、こういう分析をやは

り金融機関ひいては指定金融機関さんの極上の情報を、市長こうなんだよと教えていただけるよ

うな私は体制、関係になるには、やはり特に問題なかったから、同じでいいだろうというような

制度ではなくて、前提としては一般競争入札などと同じように比較検討するのが原則という、こ

れがないからなかなかそういう情報まで手が回らないのかなというふうにも思ったりするわけで

ございます。 

 この次のパネルは、私もそのＧＤＰがそんなに突出して50％超えの中身がどう反映されている

のかということを市民部の税務課に特にご負担をかけて、けさまでいろいろおつき合いいただい

たんですが、その中で例えば金融機関さんが、やっぱりこういうのはよく把握されているべきだ

と。もちろんしていると思うんですけれども、それを市長、執行部に伝える。できれば我々にも

聞かせていただきたいというのが願いであります。これ私がよく言う法人市民税を納めているの

だから、それに見合った事業もやってほしいということで、担当の部長さんは件数が法人市民税

が何件あって、どのぐらい業況がなっているのかというのが環境経済部のほうではわかっている

というふうに信じておりますので、伺いませんけれども、私の調べた中では、これを法人市民税

ご承知の方はいるかと思いますが、均等割と黒字になった分は法人割というのを最後に収めるわ

けですね。赤字だったら均等割だけなんです。じゃ、これどれだけ市内の法人の業況が黒なのか、

赤なのかというのはこれわかるんですよ。差し引けば法人割を納めていない件数がどれぐらいあ

るかご存じですか。実は法人割を納めている黒字ということで決算されている企業、かすみがう

ら市の法人ですよね。25年度、26年度、36％、37％しかないんです。残りは何ですか。黒じゃな

いんですよね。私もその一人なのかしれませんけれども、これだけやっぱりまだまだ数字的にも

厳しい状況だということで、会計上ぎりぎりのところはいろいろ会計の技術的にやっている工夫

されているところもあると思うんですが、やはりこの業況を我々よりも指定金融機関さんがその

金融機関さんのシェアの中でお伝えいただく。それは取引先が多い銀行のほうがその情報の精度

は高いという、そういう意味も含めて私はこれまでよくやってくれているかもしれませんけれど

も、かすみがうら市を何とか発展させたい。そういうことで、輪番制ということで、また震災後

にもう一回、お尋ねさせていただきました。 

やはり、預貯金率によりましては、市民にサービスできる限界もあろうかとは思いますけれど

も、その限界があってもやはり心が伝わってくるようなことを私は指定金融機関には期待をした

いところなんです。これは会計課にこれも面倒な数字をつくっていただいて表にしたものです。

オレンジ色は前市長が采配を振るっていた期間で、青は坪井市長さんです。21年度から26年度、

これ何だっていうと、いわゆる通称決済預金、一般会計と特別会計ペイオフにならないという預

金の形をどう月末金額残っているかという表です。震災の時期は22年度の３月ですよね。赤く塗

ったんですが、その後、復興関連の財源もあってやや余裕があったのかなという中で、26年度公

金の運用という部分で、定期の積み立て26年度どうやらやっていないというのがあったんですが、

これは何か特段の理由があったんですかね。把握できなければほかの年度はまとまった10億とか
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15億とか５とかそういった形で３カ月とか積んでいたと思うんですけれども、それによって、職

員１人の給料ぐらい利息を金利がゼロ金利という中でかなり下がっている中でも非常に１人分に

つき中堅クラス、若いのの給料１カ月分できるんだったらいいんですけれども、26年度やってい

ないんですけれども、単純にこれ見ると、資金繰り、金繰りが26年度小さいので、そういうこと

でできなかったのかなというと私はまず１つに察したんですが、実態としてはどうなんでしょう

か。お尋ねしてよろしいですか。もしわからなければ調査しなければわからないという答弁でも

結構でございます。 

○議長（藤井裕一君） 

 会計管理者 君山 悟君。 

○会計管理者（君山 悟君） 

 ただいまの古橋議員さんのご質問でございますけれども、平成26年度いわゆる歳計現金の運用

ということかと思うんですけれども、私も大変申しわけなかったんですが、どうしてこの年度だ

け積み立てが行われなかったということはまだ把握していなかったものですから、ちょっとお時

間いただきたいと考えております。何かしら理由があったのかとは察しますけれども、ちょっと

私も勉強不足なもので大変申しわけなかったんですが、よく再度調べさせていただきたいと思い

ます。 

 以上です。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 それで、当市の収納事務ということで、これはかすみがうら市に限らないんですが、どこの全

国市町村も非常にもうサービスではないんでしょうけれども、銀行からすれば、ただ、その仕事

に対しては応分の負担というのはない。10円とか振り込みはゼロ、もちろん市民の皆さんに税金

振り込み手数料をそっちで持ってくれとやったら、誰も反発があると思いますけれども、そうじ

ゃなく、金融機関さんがある程度の資金を蓄えられるという一時的な形も含めて、ゼロ円でやる

ような手数料内容もあると思うんですが、私はじゃ、これを全国県内に先駆けて、いやうちの市

は筑波銀行よくやってくれているから振り込みの手数料も10円払うよと。私は応分の負担そのぐ

らい気持ちですけれどもと、筑波銀行を大事におつき合いしたいということがあるのであれば、

私はやってしかるべきだなと思うところなんですけれども、じゃ、これどうですかといかがです

かと言っても、答弁に困ると思いますので、伺いませんけれども、ましてやその収納事務員を銀

行さんのほうで配置してくれているのも常陽さんあたり聞くと、それなりに手数料を役所からお

支払いしているというふうに聞いているんですけれども、うちはそのタイミングによってそれは

ただというサービスということもいいんですが、でもやっぱりただというのは私はよくないと思

うんで、そのあたりはよくやってくれているんだったらそれに見合った気持を私は払ってあげる

ことも役所の都合ばかりじゃなくて相手を思う気持だと私は思うところなんです。それでいて、

当市は輪番制ということであれば、先ほど来私が願うような情報がもっと効率的に執行部の皆さ

ん、そして我々も知る機会がもっとふえるだろうというふうに思うところなんです。 

 また厳しく言ってしまいますけれども、設計もサービスでやらせたみたいなことで私お尋ねし
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ましたけれども、やっぱりもう昔ながらのお役所的な裁量というのは、この景気どん底で来て何

とか立ち直っている中で見直してもいいんじゃないかなというふうに思うんですが、ぜひこれは

うちの市だけで取り組むというのにはかなりの勇気がありますので、市長がもし市長会の中で発

言できるのであれば、そういう場でも私としてはぜひ期待したいネタでもあるんですよね。東海

村の村長は常陽銀行の大穂の支店長さん出身だったから、じゃ手数料払っているのかなと思って

東海村の会計管理者にお尋ねしたんですけれども、ほかの市町村と同じで振り込み手数料ゼロで

すと言っていたんです。それもそれぞれの事情がありますから、外様のところにはどうのは言え

ませんけれども、うちの市はうちの市で唯一長くおつき合いしているんだったら、逆にそういう

サービスでご負担かけるということは、その経費は何で補っているのかと考えたことございます

か。それ結局サービスでやっていること、市民にツケが回っているんじゃないかなと。私はそう

考えるんですよ。どこかでとるしかその方の給料なり、手数料の振り込みの仕事をさせている形

は給料なり払ったりしているわけですから。その地方自治法で市長の一存で指名だって、市長が

市民協働と唱えるならば、ほかの銀行さんがいややっぱりそこは筑波さんに譲るよというのであ

れば、別に輪番制だってそのまま続けたって私は別に結構だと思うんですけれども、やはりいい

情報がさっきのＧＤＰが爆発的に伸びているようなそういうのがわからないのでは何か金融機関

さん、収納事務だけ期待するというのはもったいないですよね。 

 そういうことで、私はその金融機関さんそれぞれの取り組み方はさまざまだと思いますので、

余計なおせっかいかもしれませんけれども、私は市を思っての話ですので、例えばこれは余り銀

行さんにとってはそれぞれ出されたくないところですが、近くの地銀もひとつ加えて、預金、貸

出金、そしてキャッシュフローがどのぐらいあるかというと、こういう差があったりするわけな

んですよね。それは必然的にそういうマーケットのネットワークの量にも比例してくるわけです

から。やはりここで地方創生、そのＧＤＰ50％をうまく利用して当市が成長したいというのであ

れば、私は泣く泣く考えてまた機会があればおつき合いするというのも輪番制なのかなというふ

うに思う次第であります。 

 あとは私は業況は精査されているのかということで質問させていただいたんですが、答弁には

なかったんですけれども、この預金とか貸出金、キャッシュフローは誰だってインターネットで

見ればわかることです。評判的にもこれは２兆円だとか、７兆円とか10兆円とかと、これは差は

もちろんそれぞれ地元の産業によって差があるのはこれは当然です。そこにはやはり私は淡々と

収納事務だけではないプラスアルファを求めるのには原則一般競争と同じ仕組みを考えることも

子どもたちの将来担うためのことであろうというふうに考える次第であります。 

 ちょっと厳しい話になってしまいますけれども、業況については、ご答弁ありませんでしたけ

れども、今の指定金融機関さんの筆頭株主がどういう方かというのは、市長初め関係部署のほう

ではご承知なのでしょうかとお尋ねしたいところですが、先ほど前市長も含めた出納の動きを見

まして、ちょっと色違うところつけたんですが、そこは非常に資金繰りをご苦労されて合併後体

制をとっているというような印もつけさせていただいたんですが、私は言葉は悪いんですが、目

先の我々の事務だけのために選ぶのか。それとも、将来のことを考えてもっと広く見直し・検討

もやるべきなのかというのは、それは義理人情誰しもありますけれども、これだけ将来まだまだ

不透明、株価２万円がどう金利の長期金利もゼロ金利どうなるんだか全然わからないような不安
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な中で、給料安くても何とか頑張っていらっしゃる方が先ほどのようにいっぱいいらっしゃる中

では、私はその言葉が痛いかもしれませんけれども、なれ合いというのをいい意味でもご検討す

るということが私たちの仕事であろうというふうに思う次第でございますので、僭越ながら長々

と一方的に説明させていただきましたが、私の今回の一般質問をこれで閉じさせていただきます。

ありがとうございました。 

○議長（藤井裕一君） 

 ８番 古橋智樹君の一般質問を終わります。 

 お諮りをいたします。 

 昼食休憩に入りたいと思いますが、ご異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○議長（藤井裕一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 再会は午後１時40分から再開いたします。 

休 憩  午後 ０時０６分 

──────────────── 

再 開  午後 １時４０分 

○議長（藤井裕一君）  

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 続いて、発言を許します。 

 ３番 設楽健夫君。 

［３番 設楽健夫君登壇］ 

○３番（設楽健夫君） 

 それでは、３番、設楽ですが、質問をさせていただきます。 

 最初に、横瀬副市長が一昨日就任されましておめでとうございます。よろしくお願いを申し上

げます。 

 さきのかすみがうら市議会議員選挙におきましては、当選をさせていただきまして、また一般

質問をさせていただく機会を与えてくださいました市民の皆さん、先輩議員の皆様にこの場をか

りて御礼を申し上げます。 

 初めに、私の父親は満洲からの引揚者です。戦争の悲惨さを教えられ、母には般若心経を教え

られ、正義は慈悲心に立脚した平等な観点だよと。差別をしてはいけないよというふうに教えら

れて今日まで来ました。 

 質問に入ります。 

 １番ですが、直近10年間の市長、議員、職員の逮捕、不祥事の再発防止策と政治倫理条例の制

定につきまして質問をしていきます。 

 かすみがうら市が長く栄え、みんなが幸せに生きる未来をつくるためには、愛され信頼される

市政を築き上げていく必要があります。 

 公務員法第30条には、全ての職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ職務

の遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しなければならないとあります。また、33条には、


